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シャウプ勧告における租税体系の評価および批判
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SCAP の下における GHQ の組織は図表2のように参謀部と幕僚部に分か
れ，参謀部はもともと軍の指揮機関で，幕僚部は占領行政を担当した。この
占領政策を担当した幕僚部のなかでシャウプ勧告と関わりの深い部局として，
民政局（Government Section：GS），経済科学局（Economic and Scientific




























CIE は，GS や ESS が政治，経済の非軍事化・民主化政策を担当したのに
対し，これらの制度を支える精神風土，教育，宗教などの文化的側面の非軍
事化・民主化を担当した。具体的に，マスコミ統制，政教分離（神道指令），
2 シャウプ勧告の序文において，ESS のマッカート少将，ESS 歳入課課長モス，大蔵大
臣池田勇人，平田敬一郎（主税局長），原純夫（税制課長），外務省の赤谷源一，学者では
汐見三郎，井藤半彌および都留重人の諸氏に対する謝辞が記されている。渡辺武の1949（昭





























































租 税 理 念





租 税 制 度
地 方 税 第11章～第13章
国 ・ 地 方 税 ----------------- 短期的な施策 経済政策的租税政策
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